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した時刻歴応答解析ならびに応答スペクトルを用いたそーダルアナリシス法の 2 種類を用いており， これらの結果の
比較検討を行っている o その中で，モーダルアナリシス法によって，ダンパ一系の応答性状を適切に把握できること
を示している。
第 5 章では，非構造部材の力学性状の影響を考慮した耐震設計法の提案を行っている。非構造部材を用いたダンパ一
系の付与による地震応答低減効果を考慮することにより，層間変位の低減に必要なダンパ一系の諸元を算定する設計
手法に関する検討を行っている。
第 6 章では，結論として本研究で得られた主な知見を要約し，非構造部材の制震効果を考慮した耐震設計法の提案
ハ可
u
? ?
を行うとともに今後の課題について述べている D
論文審査の結果の要旨
建築構造物の耐震設計は構造骨組のみを対象として行われており，非構造部材の存在は一般に無視されている。し
かしながら，地震時の構造躯体変形に対する非構造部材の変形追従性は必ずしも充分ではなく，構造骨組の応答に悪
影響を及ぼし建物被害を増大させている場合も多い。
本論文は，非構造部材が構造骨組の力学'性状に及ぼす影響を定量的に評価するとともに，非構造部材を積極的に利
用して，構造骨組の地震応答を低減させるための制震部材として用いることを提案しているo 得られた成果を要約す
れば以下の通りであるo
(1) 中小規模の鉄骨造建築物を例とし，屋内階段あるいは間仕切り壁の構造骨組に対する剛性比，耐力比が無視出来
ない程大きく， したがって，これら非構造部材の剛性率，偏心率への影響を正当に評価する必要のあることを明ら
かにしている。
(2) 非構造部材をエネルギー吸収型のダンパーとして利用したときの構造物系の動的応答性状について検討し，これ
らの構造要素が，構造物系の等価減衰定数を大幅に増加させ得ることを示している o
(3) 非構造部材を制震ダンパーとして利用した地震応答解析結果から，層間変位応答に対する抑制効果が大きく，特
に構造物の上層階で顕著な応答低減効果が得られることを明らかにしている。
(4) 以上の結果を総合して，非構造部材を利用した地震応答制御のための制震ダンパーの簡易な設計法の提案を行つ
ている。
以上のように本論文は，建築構造物の地震応答に及ぼす非構造部材の制震効果について有用な資料を提示しており，
建築耐震工学の発展に寄与するところが大きし、。よって本論文は，博士論文として価値あるものと認める。
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